
（ 変電設備）  

第 1 2 条 屋内に設ける 変電設備（ 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 及び次条第１ 項の急速充電

設備を 除く 。 以下同じ 。） の位置、 構造及び管理は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。

（ う ）（ せ）（ に）（ ゆ）  

⑴ 水が浸入し 、 又は浸透する おそれのない位置に設ける こ と 。  

⑵ 可燃性又は腐食性の蒸気又はガス が発生し 、 又は滞留する おそれのない位置に設ける こ と 。 

⑶ 変電設備（ 消防長が火災予防上支障がないと 認める 構造を 有する キユービ ク ル式のも のを 除

く 。） は、 不燃材料で造つた壁、 柱、 床及び天井（ 天井のない場合にあつては、 はり 又は屋根。

以下同じ 。 ) で区画さ れ、 かつ、 窓及び出入口に防火戸を 設ける 室内に設ける こ と 。 ただし 、

変電設備の周囲に有効な空間を 保有する 等防火上支障のない措置を 講じ た場合においては、こ

の限り でない。（ か）（ せ）（ に）  

⑶の２  建築物等の部分と の間に換気、 点検及び整備に支障のない距離を 保つこ と 。（ せ）（ に）

（ ア）  

⑶の３  第３ 号の壁等を ダク ト 、ケ ーブル等が貫通する 部分には、すき 間を 不燃材料で埋める 等

火災予防上有効な措置を 講ずる こ と 。（ せ）  

⑷ 屋外に通ずる 有効な換気設備を 設ける こ と 。  

⑸ 見やすい箇所に変電設備である 旨を 表示し た標識を 設ける こ と 。  

⑹ 変電設備のある 室内には、 係員以外の者を みだり に出入り さ せないこ と 。  

⑺ 変電設備のある 室内は、常に整理及び清掃に努める と と も に、油ぼろ その他の可燃物を みだ

り に放置し ないこ と 。  

⑻ 定格電流の範囲内で使用する こ と 。  

⑼ 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する も のに必要に応じ 、設備の各部分の

点検及び絶縁抵抗等の測定試験を 行わせ、不良箇所を 発見し たと き は、直ちに補修さ せる と と

も に、 その結果を 記録し 、 かつ、 保存する こ と 。（ か）（ せ）  

⑽ 変圧器、コ ン デン サーその他の機器及び配線は、堅固に床、壁、支柱等に固定する こ と 。（ う ）

（ せ）  

２  屋外に設ける 変電設備（ 柱上及び道路上に設ける 電気事業者用のも の並びに消防長が火災予防

上支障がないと 認める 構造を 有する キユービ ク ル式のも のを 除く 。 ) にあつては、 建築物から ３

メ ート ル以上の距離を 保たなければなら ない。 ただし 、 不燃材料で造り 、 又はおおわれた外壁で

開口部のないも のに面する と き は、 こ の限り でない。（ う ）（ せ）  

３  前項に規定する も ののほか、 屋外に設ける 変電設備（ 柱上及び道路上に設ける 電気事業者用の

も のを 除く 。 以下同じ 。） の位置、 構造及び管理の基準については、 第１ 項第３ 号の２ 及び第５

号から 第 1 0 号ま での規定を 準用する 。（ せ）  

 

 

 



条則 

（ 変電設備等の防火上支障のない措置）  

第５ 条 条例第 1 2 条第１ 項第３ 号ただし 書に掲げる 防火上支障のない措置を 講じ た場合( 条例第

８ 条の３ 第１ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第 1 4 条第２ 項において準用する 場合を 含む。 )と は、 次の

各号のいずれかに該当する 場合と する 。（ と ）  

 ⑴ 変電設備、 燃料電池発電設備、 内燃機関を 原動力と する 発電設備又は蓄電池設備( 以下こ の

項において「 変電設備等」 と いう 。 ) のある 室の床を 不燃材料で造り 、 壁、 柱及び天井の室内

に面する 部分を 不燃材料で覆う と と も に、 窓及び出入口に防火戸を 設け、 かつ、 変電設備等と

こ れら に面する 部分と の間に１ メ ート ル以上の距離がある と き 。（ と ）  

 ⑵ 変電設備等のあ る 室内に不活性ガス 消火設備又はハロ ゲン 化物消火設備が令第 1 6 条若し く

は第 1 7 条に定める 技術上の基準に従い、 又は当該技術上の基準の例によ り 設置さ れている と

き 。  

２  条例第 1 2 条第１ 項第９ 号の定めによ る 点検、 試験又は補修の結果の記録( 条例第８ 条の３ 第

１ 項及び第３ 項、 第 1 2 条第３ 項、 第 1 2 条の２ 第２ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第３ 項、 第 1 4 条

第２ 項及び第４ 項、 第 1 5 条第２ 項、 第 1 6 条第２ 項並びに第 1 7 条第２ 項において準用する 場

合を 含む。 ) は、 記録表によ り 行い２ 年間保存し なければなら ない。（ あ）（ え）（ か）（ け）（ し ）

（ せ）（ と ）（ ぬ）  

 

( 標識等) （ 抜粋）  

第 1 6 条 条例第 1 2 条第１ 項第５ 号( 条例第８ 条の３ 第１ 項及び第３ 項、 第 1 2 条第３ 項、 第 1 2

条の２ 第２ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第３ 項並びに第 1 4 条第２ 項及び第４ 項において準用する 場

合を 含む。 ) 、 第 1 8 条第３ 号、 第 2 4 条第２ 項及び第４ 項及び第５ 項ただし 書及び第５ 号ただし

書、 第 2 9 条第６ 項並びに第 5 1 条第４ 号並びに第９ 条第５ 号に規定する 標識及び表示板は、 別

表第４ の各項に掲げる 区分に応じ 、それぞれ当該各項の右欄に定める 大き さ 及び色によ る も のと

する 。（ つ）（ と ）（ ぬ）  

２   （ 略）                     （ と ）  

３   （ 略）      （ あ）（ え）（ お）（ か）（ く ）（ け）（ と ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第４ （ 抜粋）（ あ）（ え）（ か）（ く ）（ と ）（ ぬ）  

標 識 及 び 表 示 板 

大 き  さ  及 び 色 

大 き  さ  色 

幅 

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 

長さ  

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 
地 文字又は表示 

変電設備、 燃料電池発電設備、 急速充電

設備、 内燃機関を 原動力と する 発電設備

又は蓄電池設備である 旨を 表示し た標識 

1 5 以上 3 0 以上 白 黒 

 

 

    

 

 

 

【 解説】  

 本条は、 屋内及び屋外の変電設備（（ 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト 以下のも の及び次条第１ 項の急速充電

設備を 除く 。） について、 その設備自体から の電気火災の発生を 予防する と と も に、 特に他から の延

焼を も 防ぐ ために必要な規制を 定めたも のである 。  

 

１  「 変電設備」 と は、 使用し よ う と する 電圧に変圧し て電力を 供給する 設備（ 変圧器、 コ ン デンサ

ー、 遮断装置、 配電盤等） の一体を いう 。 変電設備は、 電気的な制御によ り 、 事故の発生頻度を 抑

制し ている にも かかわら ず、 火災事故を 起こ し ており 、 ま た、 最近では不燃化（ オイ ルレ ス 化）、

密閉化等の設備が普及し てき ている が、 依然と し て油入方式のも のが多く 、 電気火災から 油火災に

なる おそれも 多分にあ る 。  

一方、 屋内消火栓設備、 ス プリ ン ク ラ ー設備等の消火設備、 警報設備、 誘導灯等は、 電力を 利用

する のが一般的であり 、 し たがっ て、 変電設備の安全確保は、 消防上き わめて重要なも のであ る 。

本条は、 こ の趣旨に従っ て、 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト を 超える 変電設備について規制する こ と と し て

いる 。  

「 全出力」 と は、 変電設備の設計上の供給許容電力であり 、「 電圧×電流」 の式で表わさ れる 。

2 0 キ ロ ワ ッ ト の変電設備と は、 例えば、 電圧 1 0 0 ボルト の場合 2 0 0 アン ペアの電流を 流し う

る も のである 。  

なお、 供給許容電力（ ワ ッ ト ） は、 受電用遮断器の２ 次側に接続さ れる 変圧器の定格容量〔 キ

ロ ボルト アン ペア〕（ 一の変圧器の容量が３ キロ ボルト アン ペア未満のも のは除く 。） の和に表 1 2

－１ の係数を 乗じ て算定する 。 こ の場合、 主変圧器（ 連絡変圧器） の２ 次側に接続さ れる 変圧器

の容量は含ま れないも のと する 。 ま た、 設置場所が異なる 変電設備の場合は、 設置場所ご と に全

出力を 算定する 。  

 



表 1 2 －１  

 

 

 

 

 

 （ 計算例） 図 1 2 －１ の場合 

   こ の場合の Tr2 、 Tr３ の定格容量は、 主変圧器 Tr1 の定格容量に含ま れる ので除外し て計算す

る と 、  

   1 ,5 0 0 ×0 .7 ＝1 ,0 5 0  

  と なり 、 全出力が 1 ,0 5 0 キロ ワ ッ ト と いう こ と になる 。  

 

図 1 2 －１  

 

 

 

なお、 Tr1 と Tr2 、 Tr３ の設置場所が（ 区画） が異なる 場合は、 設置場所ご と に全出力を 計

算する 。  

（ 計算例） 図 1 2 －２ の場合 

  （ 3 0 0 ＋2 0 0 ＋1 5 0 ） ×0 .7 5 ＝4 8 7 .5 0  

  と なり 、 全出力は 4 8 7 .5 0 キ ロ ワ ッ ト と いう こ と になる 。  

   

図 1 2 －２  

 

 

 

 

変圧器の定格容量の合計（ KVA）  係   数 

 5 0 0 未満 0 .8 0  

 5 0 0 以上～1 ,0 0 0 未満 0 .7 5  

 1 ,0 0 0 以上 0 .7 0  



２  第１ 項は、 変電設備を 屋内に設ける 場合の位置、 構造及び管理について規定し たも のである 。  

⑴  第１ 号は、 水は電気設備全般に対し て、 絶縁劣化を 招来し て火災発生につながる 大き な要素

と なる ほか、 感電事故の発生につながる ので、 屋外用と し て特に設計さ れた変電設備でない限

り 、 屋内への水の浸入又は浸透を 避けなければなら ないこ と を 規定し たも のである 。  

「 水が浸入し 、 又は浸透する おそれのない位置」 と は、 次の措置がなさ れている 位置を いう 。 

ア 設備を 設ける 場所の出入口には、 高さ 0 .1 メ ート ル以上の敷居を 設け、 床、 壁体及び天井

には、 耐水材料によ る 防水措置を 講じ る こ と 。  

イ  給排水設備（ マン ホールを 含む。）、 冷暖房設備及びこ れら の配管又はダク ト 等（ 当該設備の

ためのも のを 除く 。） を 設けないこ と 。  

⑵ 第２ 号では、 変電設備は、 可燃性又は腐食性の蒸気又はガス が発生する 場所はも ちろ ん、 こ れ

ら が滞留する おそれのある 地下室、 く ぼみ等の場所には設けてはなら ないも のと し ている 。  

   通常の変電設備は、 火花やアーク を 発生する おそれが非常に高く 、 し たがっ て、 可燃性の蒸気

又はガス のある 場合はき わめて危険であり 、 ま た、 硫酸、 塩酸、 腐食性の蒸気又はガス は、 それ

自体、 電気絶縁材料を 腐食し て、 絶縁劣化を 招来する ので好ま し く ないから である 。  

   なお、可燃性の蒸気又はガス と は、燃焼範囲にある 状態又はこ れに近い状態の蒸気又はガス を

対象と し ている 。 変電設備は、 不燃性液を 使用する も のも ある が、 多く は第３ 石油類に属する 油

（ 変圧器油） を 使用する も のである 。 し かし 、 本号は、 こ の蒸気が少量発生する こ と 等を 禁止す

る 趣旨ではない。  

   可燃性又は腐食性の蒸気又はガス の発生する 場所は、室の広さ 、ガス 蒸気発生源の位置やその

発生量ある いは、 新鮮な空気の送入等によ っ て、 その範囲を 限定し なければなら ないが、 通常の

使用状態及び特殊な状態で危険な状態になる おそれのある 場所には、変電設備を 設置し てはなら

ない。 例を 示すと 、 次に揚げる よ う な場所が該当する 。  

ア 法別表第１ に揚げる 危険物を 取り 扱う 場所、すなわち発火性又は引火性物品の製造所、貯蔵

所及び取扱所のある 場所並びにその周辺 

 イ  プロ パン 等の液化ガス を 製造し 、 貯蔵し 又は取り 扱う 場所及びその周辺 

 ウ  アセチレ ン ガス 発生器を 設置し てある 場所 

 エ 高度さ ら し 粉を 取り 扱う 場所 

 オ 化学肥料の製造所及び銅、 亜鉛等の精錬、 電気分解等を 行う 場所 

 カ  小麦粉、 でん粉、 砂糖、 合成樹脂粉、 ナフ タ リ ン 、 石けん、 コ ルク 、 石炭、 鉄粉、 たばこ 、

木粉、 皮革等の可燃性粉じ んのある 場所 

⑵  第３ 号は、 変電設備を 設ける 場所の区画及び開口部の構造について規定し たも のである 。  

   変電設備を 設置する 室の構造については、他の設備の場合に比し てやや強化さ れている が、こ

れは、 前述し たよ う に、 消防用設備等の電源確保のために、 建築物の他の部分から の延焼に対し

ても 有効に防護し よ う と する ためである 。  

変電設備を 区画する 壁、 柱、 床及び天井等は、 コ ン ク リ ート 、 れんが、 モルタ ル、 コ ン ク リ ー

ト ブロ ッ ク 等のも ので下地を 含めた不燃材料を 使用し 、 防火的に造ら なければなら ない。 ま た、

こ の区画は、 変電設備及びその付属設備の専用不燃区画と する 必要があ る 。  



窓及び出入口の開口部には、 防火設備である 防火戸を 設けなければなら ない。 ただし 、 平屋建

又は建築物の最上階に設ける 場合にかぎり 、 延焼のおそれのない部分の外壁開口部にあっ ては、

防火戸の設置は要し ない。 ま た、 ただし 書の「 有効な空間を 保有する 等防火上支障のない措置」

と は、 次のいずれかに該当する 場合を いう 。  

 ア 変電設備と 壁、 柱と の間に６ メ ート ル以上、 天井と の間に 1 0 メ ート ル以上の空間を 保有す

る 場合 

 イ  条則第５ 条第１ 項に掲げる 措置を し た場合 

なお、 ただし 書を 適用し ないで、 専用不燃区画を し た場合においても 、 変電設備の器材等の

周囲には、 表 1 2 －２ のと おり 、 点検等に必要な保有距離を 確保する こ と 。  

 

表 1 2 －２  

保有距離を 確保する 部分 保  有  距  離 

配 電 盤 

操作を 行う 面 
1 .0 メ ート ル以上。 ただし 、 操作を 行う 面が相互に

面する 場合は 1 .2 メ ート ル以上 

点検を 行う 面 
0 .6 メ ート ル以上、 ただし 、 点検に支障と なら ない

部分については、 こ の限り ではない。  

換気口を 有する 面 0 .2 メ ート ル以上 

変電圧・ コ ン デン

サー・ その他こ れ

ら に類する 機器 

点検を 行う 面 
0 .6 メ ート ル以上。 ただし 、 点検を 行う 面が相互に

面する 場合は、 1 .0 メ ート ル以上 

その他の面 0 .1 メ ート ル以上 

 

「 消防長が火災予防上支障がないと 認める 構造を 有する キュ ービ ク ル式のも の」 については、

近年、 キュ ービ ク ル式の変電設備の設置が多く なっ ており 、 ま た、 キ ュ ービ ク ル式の外箱等が

一定の構造を 有し ていれば、 従前の変電設備が不燃区画で区画さ れた室に設置さ れた場合と 火

災予防上同等と 考えら れる こ と によ り 、 第１ 項第３ 号で規制する 変電設備から 除外し たも ので

ある 。  

なお、 こ の基準については、「 消防長が火災予防上支障がないと 認める 構造を 有する キュ ー

ビ ク ル式の変電設備等の基準の制定について」（ 平成４ 年７ 月 3 0 日 指検第 2 4 号広島市消防

局長通達）（ 別添資料６ ） によ る こ と と し ている 。  

⑶  第３ 号の２ は、 変電設備の周囲の必要空間を 規定し ている 。  

変電設備には、 変圧器等の機器及び配線など が設けら れており 、 その使用に際し 、 当該機器

等の温度上昇面での過酷な状態を 防ぐ ため、 換気口等が設けら れている 。 こ のこ と から 、 変電

設備と 壁面等と の間に、換気上の空間を 確保する 必要がある 。ま た、機器等の点検整備を 図り 、

安全性を 図る ための保守点検に必要な空間も 必要と なっ てく る 。  

「 換気、 点検及び整備に支障のない距離」 と は、 表 1 2 －３ に掲げる 距離を いう も のであ る 。 



 

表 1 2 －３  

保有距離を 確保すべき 部分 保 有 距 離 

前面又は操作面 1 .0 メ ート ル以上 

点  検  面 0 .6 メ ート ル以上 

換  気  面（ 注）  0 .2 メ ート ル以上 

 

 （ 注） 前面、 操作面又は点検面以外の面で、 換気口の設けら れている 面を いう 。  

 

 ⑸ 第３ 号の３ は、専用不燃区画さ れた室から の延焼防止等を 図る ため、不燃材料で造っ た壁等を

ダク ト 、 ケーブル等が貫通する 部分の火災予防上有効な措置を 規定し たも のである 。  

   ダク ト が不燃区画等を 貫通する 場合、そのすき 間を モルタ ルその他の不燃材料で埋める 必要が

ある 。 ま た、 ケーブルが当該区画等を 貫通する 場合には、 ケーブル火災によ り 延焼し ないも のと

する ため、国土交通大臣が認定し た防火措置工法を 参考に貫通部の状況に適し た防火措置を 講ず

る こ と 。  

 ⑹ 第４ 号は、 換気設備について規定し たも のである 。  

   「 換気設備」 の規定を 設けたのは、 元来変電設備は、 供給する 電流によ り 発熱し 、 温度が上昇

する ため、 換気が悪い場合は、 室温が上昇し て、 ま すま す設備の温度を 上昇さ せ、 絶縁材料を劣

化さ せて、 火災に至る おそれがある こ と によ る も のである 。  

   「 有効な換気設備」 と は、 機器の放熱等によ っ て温度が上昇し 、 機器等の機能に障害を あたえ

る おそれがある ので、 一定温度（ 4 0 度） 以上上昇し ないよ う に換気する 設備を いう 。 機器によ

る 強制換気のほか、 屋外に面し た開口部があり 、 有効に自然換気ができ る も のを いう 。  

 ⑺ 第５ 号は、 変電設備を 設けた場所に対する 標識の表示について規定し たも のである 。  

   標識の様式は、条則第 1 6 条及び別表第４ によ り 、図 1 2 －３ のよ う に定めら れている 。ま た、

こ の標識で「 変電設備」 の文字の大き さ は、 特に定めら れていないが、 見やすい大き さ と し なけ

ればなら ない。  

 

図 1 2 －３  
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⑻ 第６ 号の「 みだり に出入り さ せないこ と 」 と は、 変電設備を 設けた場所には、 主任技術者、 取

扱者等の保守員以外の者がみだり に立ち入る と 感電等の事故を 起こ すこ と がある ので、保守員以

外の者の立入り を 制限する こ と である 。  

なお、 見やすい個所に「 関係者以外立入り 禁止」 等の表示を する こ と 。  

⑼ 第７ 号は、変電設備の火災事故と し て、ネズミ によ る 高圧線間の短絡事故が時々発生する ので、

ネズミ が巣を つく る 材料と なる よ う な物を みだり に放置し ないこ と 、及び延焼拡大を 助長し 、ま

た、 消火活動に際し て支障が来たすこ と のないよ う 整理、 整頓する こ と について規定し ている 。 

⑽ 第８ 号は、 変電設備の使用上の留意事項を 規定し たも のである 。  

電気機器の定格は、 その機器に表示さ れた機器の出力の意味であり 、 定格出力は、 指定試験条

件における 機器の最大出力を 示し ている 。し たがっ て、使用し う る 電流すなわち定格電流を 超え

る 電流を 連続し て使用する こ と は、機器の過負荷を ま ねき 温度が過度に上昇し て火災等の事故の

原因と なる おそれがあ る から 、 必ず定格電流の範囲内で使用し なければなら ない。  

 ⑾ 第９ 号は、 変電設備の火災予防上の保守規定である 。  

各部分の点検対象と し ては、 端子、 ネジ類の緩みの有無、 電導部の接触の良否、 漏油の有無、

バイ ン ド 線のはずれの有無、 機器類の温度の上昇程度、 碍子の汚損の有無、 さ びの有無、 計器の

指示の良否等がその主なも のである 。 絶縁抵抗試験と し ては、 高圧回路、 低圧回路、 変流器の２

次回路等につき 、 線間又は対大地間の測定が主なも のである 。 その他の測定試験と し ては、 接地

抵抗測定試験があり 、 ま た、 継電器類の動作等についても 必要に応じ て試験を 行い、 特に絶縁抵

抗の測定は、 １ 年に１ 回以上行う こ と が大切である 。 さ ら に、 絶縁油等も 状況に応じ て取替え、

又は精密試験を 行わなければなら ない。  

   「 結果の記録」 と は、 点検記録簿の様式は定めないが、 最低、 次の事項について記録表に記録

し 、 ２ 年間保存する こ と 。 ただし 、 他の法令の規定によ る 点検等の記録（ 例えば、 電気保安協会）

で記載事項が確認でき る 場合は、 当該記録を も っ てこ れに代える こ と ができ る 。  

  ア 点検の日時、 異常の有無 

  イ  異常のあっ た場合は、 その詳細及び故障排除のためにと っ た措置 

  ウ  絶縁抵抗試験の場合は、 その抵抗値 

  エ その他必要事項 

なお、「 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する も の」 と し ては、 消防局告

示第１ 号２ ⑴及び⑵に規定する 次のア及びイ の者が該当する 。  

ア 電気事業法に基づく 電気主任技術者の資格を 有する 者 

イ  電気工事士法に基づく 電気工事士の資格を 有する 者 

 

３  第２ 項は、 屋外に設ける 変電設備と 他の建築物と の離隔距離を 規定し たも のである 。  

屋外に設ける 変電設備については、 元来屋外用と し て製作さ れている ので、 雨水に対する 保護

はなさ れている と いう 前提のも と に規定し ている 。 なお、「 消防長が火災予防上支障がないと 認め

る 構造を 有する キュ ービ ク ル式のも の」 は、 ２ ⑶で述べた構造と なっ ており 、 外箱には、 雨水等



の浸入防止装置が講じ ら れている 。 ま た、「 柱上及び道路上に設ける 電気事業者用のも の」 につい

ては、 実態を 考慮し て本項の対象から 除外する こ と と し ている 。  

「 建築物から ３ メ ート ル以上の距離」 と は、屋外に設ける 変電設備と 他の建築物と の離隔距離を

規定し たも ので、 図 1 2 －４ に示すよ う に隣接する 建築物から ３ メ ート ル以上の離隔距離を 取ら な

ければなら ないこ と を いう 。  

  ただし 書の部分は、次のいずれかによ る 場合には、３ メ ート ル以上の離隔距離を 取ら なく ても よ

いと し た規定である 。  

⑴ 図 1 2 －５ に示すよ う に変電設備と 相対する 建築物の外壁の前面を 不燃材料で造り 、 又は覆わ

れたも ので、 その開口部に防火設備を 設けた場合 

⑵ 図 1 2 －６ に示すよ う に変電設備の側方３ メ ート ル以内及び地盤面から ６ メ ート ル以内の外壁

が⑴に適合する も ので、 かつ、 変電設備と 相対する 外壁と の保有距離が 0 .8 メ ート ル以上の場

合 

⑶ 変電設備と 相対する 外壁と の間に、変電設備の側方１ メ ート ル以上、高さ ２ メ ート ル以上と な

る 防火上有効な不燃材料で造っ た塀を 設ける 場合 
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図 1 2 －６  

 

 

４  第３ 項は、 屋外に設置する 変電設備の位置、 構造及び管理についての規定で、 屋内に設置する 場

合の一部規定を 準用し ている 。  

３ ｍ  

0 .8 ｍ 以上 

６ ｍ  

３ ｍ 

建築物 

変電設備 

＊注 建築物のう ち、 点線内の部分に設ける 開口部は、 防火設備と する こ と ｡ 


